
町
内
に
お
い
て
若
年
者
の
正
規

雇
用
に
積
極
的
に
取
り
組
む
小
規

模
事
業
者
を
支
援
し
ま
す
。

【
対
象
事
業
者
】

酸
町
内
に
事
業
所
又
は
事
務
所
を
有
す

る
こ
と
。

酸
正
規
雇
用
1
0
0
人
以
下
の
事
業
所

で
あ
る
こ
と
（
本
社
、
支
社
等
全
体
で
）。

酸
雇
用
保
険
法
第
5
条
第
1
項
に
規
定

す
る
適
用
事
業
の
事
業
者
で
あ
る
こ
と
。

酸
中
小
企
業
基
本
法
に
規
定
す
る
中
小

企
業
者
で
あ
る
こ
と
。

酸
町
税
を
滞
納
し
て
い
な
い
こ
と
。

酸
申
請
年
度
及
び
そ
の
前
年
度
に
お
い

て
、
正
規
雇
用
職
員
を
事
業
者
の
都
合

で
解
雇
し
た
こ
と
が
な
い
こ
と
。
た

だ
し
、
正
規
雇
用
職
員
の
責
に
よ
る
も

の
を
除
く
。

酸
労
働
基
準
法
等
の
労
働
関
係
法
令
を

遵
守
し
て
い
る
こ
と
。

【
適
用
外
事
業
者
】

酸
専
ら
津
別
町
か
ら
の
委
託
料
、
補
助
金

等
に
よ
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
事
業
者

酸
国
及
び
地
方
公
共
団
体
か
ら
同
一
雇

用
者
に
対
す
る
他
の
補
助
金
を
受
け

て
い
る
事
業
者

酸
津
別
町
暴
力
団
排
除
条
例
第
2
号
第

3
項
に
掲
げ
る
事
業
者

【
対
象
若
年
者
】

酸
雇
入
れ
時
に
お
い
て

歳
以
下
の
者

３５

酸
平
成

年
４
月
１
日
以
降
に
正
規
雇

２８

用
さ
れ
た
者
で
、
次
年
度
以
降
も
雇
用

が
継
続
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
者

酸
正
規
雇
用
さ
れ
た
日
の
属
す
る
月
に

お
い
て
町
内
に
住
所
を
有
し
、
引
き
続

き
町
内
に
住
所
を
有
し
よ
う
と
す
る
者

酸
事
業
主
（
経
営
主
体
）
の
３
親
等
以
内

の
親
族
で
な
い
者

酸
過
去
に
お
い
て
同
一
の
事
業
所
に
正

規
雇
用
で
雇
入
れ
さ
れ
て
い
な
い
者

【
助
成
金
の
額
等
】

酸
対
象
若
年
者
１
名
に
つ
き
月
額
２
万
円

酸
３
年
限
度
酸
１
事
業
者
あ
た
り
３
名
ま
で

【
手
続
き
等
】

酸
交
付
要
件
に
該
当
し
た
日
か
ら
２
か

月
以
内
に
所
定
の
用
紙
で
申
請
す
る

こ
と
（
初
年
度
前
期
は
公
布
の
日
か
ら

２
か
月
以
内
と
し
、
平
成

年
４
月
１

２８

日
か
ら
適
用
し
ま
す
）。

酸
各
年
度
半
期
毎
に
助
成
金
を
交
付
し
ま
す
。

【
実
施
期
間
】
平
成

年
４
月
１
日
～

２８

平
成

年
３
月

日

３２

３１

■
説
明
会
を
開
催
し
ま
す
！

起
業
等
振
興
促
進
事
業
及
び
特

産
品
販
路
拡
大
支
援
事
業
と
併
せ

て
説
明
会
を
開
催
し
ま
す
。

日

時

７
月

日
（
月
）
午
後
４
時
か
ら

１１

場

所

林
業
研
修
会
館
２
階
集
会
室

問
い
合
わ
せ
先

産
業
振
興
課
商
工

観
光
グ
ル
ー
プ
（
２
階
嘘
番
窓
口
）

緯

室
2
1
5
1（
内
2
5
6
・
3
1
5
）
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※
特
に
申
し
込
み
等
は
必
要
あ
り
ま
せ

ん
の
で
、
当
日
、
会
場
に
お
越
し
く
だ

さ
い
（
出
席
で
き
な
い
場
合
は
、
個
別

に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
）。

介
護
保
険
施
設
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
介

護
老
人
保
健
施
設
、
介
護
療
養
型
医
療
施
設
）
に

入
所
、
ま
た
は
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
を
利
用
さ
れ
て

い
る
方
の
居
住
費
、
食
費
負
担
額
の
減
額
認
定
期

間
が
7
月

日
で
満
了
す
る
こ
と
に
伴
い
、
8
月

31

1
日
か
ら
の
減
額
認
定
の
更
新
手
続
き
及
び
新
規

の
申
請
を
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
本
来
、
自
己
負
担
と
な
る
介
護
保
険

施
設
で
の
居
住
費
と
食
費
（
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
を

含
む
）
に
つ
い
て
、
町
民
税
非
課
税
世
帯
の
方
を

対
象
に
負
担
の
軽
減
を
図

る
も
の
で
す
。

※
減
額
認
定
は
、
申
請
の

あ
っ
た
月
の
初
日
ま
で
し
か

さ
か
の
ぼ
る
こ
と
が
で
き
ま

せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。



平
成

年
８
月
に
本
人
及
び
同
一
世
帯
の
前
年

２７

所
得
に
加
え
、
配
偶
者
所
得
と
預
貯
金
等
に
つ
い

て
勘
案
し
、
添
付
書
類
と
し
て
預
貯
金
通
帳
等
の

写
し
が
必
要
と
し
た
と
こ
ろ
で
す
が
、
８
月
か
ら

は
こ
れ
に
加
え
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
と
年
金

所
得
以
外
の
合
計
所
得
金
額
に
臼
「
非
課
税
年
金

（
遺
族
年
金
・
障
害
年
金
）
収
入
」、
渦
「
長
期
譲

渡
所
得
及
び
短
期
譲
渡
所
得
の
特
別
控
除
額
の
控

除
」
も
勘
案
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
に
伴
い
、
申
請
時
に
自
己
申
告
し
て
い
た

だ
き
、
町
の
シ
ス
テ
ム
で
確
認
さ
せ
て
い
た
だ
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。
不
正
受
給
し
た
際
は
、
加
算

金
が
課
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。



要
支
援
・
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
る
方
、
介

護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
対
象
者
の
方

に
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
際
の
負
担
割
合
を

記
載
し
た
介
護
保
険
負
担
割
合
証
を
送
付
し
ま
す
。

こ
れ
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
負
担
額
に

つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
所
得
に
か
か
わ
ら
ず
一
律
に

サ
ー
ビ
ス
料
の
１
割
を
負
担
い
た
だ
い
て
ま
し
た

が
、
平
成

年
８
月
よ
り

歳
以
上
の
方
の
う
ち
、

２７

６５

一
定
以
上
の
所
得
の
あ
る
方
に
は
サ
ー
ビ
ス
料
の

２
割
を
負
担
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

現
在
お
送
り
し
て
い
る
負
担
割
合
証
の
利
用
適

用
期
間
が
７
月

日
で
満
了
す
る
こ
と
か
ら
８
月

３１

１
日
か
ら
の
負
担
割
合
証
を
送
付
し
ま
す
の
で
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
の
際
に
今
回
お
送
り
す
る

介
護
保
険
負
担
割
合
証
と
介
護
保
険
被
保
険
者
証

を
一
緒
に
、
ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
と
サ
ー
ビ
ス
提

供
事
業
所
に
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

※
現
在
お
持
ち
の
介
護
保
険
負
担
割
合
証
に
つ
い

て
は
８
月
以
降
各
自
で
破
棄
し
て
く
だ
さ
い
。



問
い
合
わ
せ
先

保
健
福
祉
課

介
護
保
険
担
当
閏
番
窓
口

緯

室
2
1
5
1
（
内
線
2
3
0
）
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５月９日から５月２０日にかけて津別町内の

一部地域、計７６９戸を訪問し、住宅用火災警報

器の設置調査を実施しました。

その結果、設置済みの住宅が

88.4％、さらに取り付け場所、

必要個数など適切に設置して

いた住宅が80.4％でした。ご

協力ありがとうございました。

住宅用火災警報器の普及に

より逃げ遅れによる死亡者数

が減少しています。まだ未設

置のご家庭には、住宅用火災

警報器の設置をお願いします。

消防で住宅用火災警報器や消火

器を販売することはありません。

悪徳業者には十分注意して下さい。

《
介
護
保
険
施
設
の
居
住
費
及
び

食
費
の
減
額
申
請
》

問い合わせ先 自衛隊北見地域事務所 緯0157－23－6826

募集コールセンター（受付時間 12時～20時）

フリーダイヤル 緯0120－063－792

ナビダイヤル 緯0570－045－818（携帯電話） 問い合わせ先 津別消防署 緯７６－２１８９

火災から大切な命を守るために

住宅用火災警報器を設置しましょう

《
介
護
保
険
負
担
割
合
証
を
送
付
し
ま
す
》

《
平
成

年
８
月
か
ら

２８

負
担
軽
減
の
基
準
が
変
わ
り
ま
す
》

国民年金保険料を納め忘れたまま納期

限より２年を超えると、保険料を納める

ことができませんでしたが、平成３０年９

月３０日までの間に限り、国民年金保険料

を納めることができる期間が５年に延長

となり、時効で納付できなかった期間の

保険料を納付することが可能な「後納制

度」を利用することができます。

将来の年金額を増やすことや、納付し

た期間が不足したことにより、年金の受

給ができなかった方が年金受給資格を得

られる場合があります。

※６０歳以上で、老齢基礎年金を受給して

いる方や、６５歳以上で老齢基礎年金の受

給資格をお持ちの方は、後納制度を利用

できません。

後納保険料を納付するためには、事前

に北見年金事務所に申し込みいただき、

審査を行う必要があります。

≪問い合わせ先≫

国民年金保険料専用ダイヤル

緯０５７０―０１１―０５０

北見年金事務所

緯０１５７―２５―９６３５

国民年金保険料の後納制度について

年金ミニ知識
問い合わせ 戸籍・年金担当
緯76－2151 内線222、223
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一般社団法人日本消費者協会では、消費生活に関する正しい知

識を深めることを目的に、年に１回１１月上旬に自身の消費者レベ

ルを確認できる「消費者力検定」を行っています。基礎コースと応

用コースがあり、得点によって１級から５級に認定されます。

食の安全問題や悪質商法など様々な消費者トラブルが増えてい

ます。衣食住等の身近なくらしの基礎知識を学び、トラブルに巻

き込まれないくらし上手になるため、「消費者力検定」を受験し消

費者力を高め、快適な暮らしを身につけませんか。

「消費者力検定」に向けて、消費者力検定公式参考書が発行され

ています。参考書ご希望の方、受験のお問い合わせは下記までご

連絡ください。

【公式参考書】

ɡ「消費者力をつける－やさしく学べる消費生活―」

定価２,160円（税込み）

ɡ「消費者力検定ワークブック２０１６」

定価７５６円（税込み）

問い合わせ先 商工観光グループ 緯７６－２１５１（内線２５８）

消費者力を身につけよう！


